
改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前

（非課税の対象となる有価証券等の範囲）

６－２－１　法別表第一第２号《有価証券等の譲渡》の

規定によりその譲渡が非課税となる有価証券等には、お

おむね次のものが該当するのであるから留意する。

(１)　証券取引法第２条第１項《有価証券の定義》に規定

　する有価証券

　イ　国債証券

　ロ　地方債証券

　ハ　農林中央金庫の発行する農林債券その他の特別の

　　法律により法人の発行する債券（ニに掲げるものを

　　除く。）

　ニ　特定目的会社による特定資産の流動化に関する法

　　律（以下６－２－１及び６－２－１の３において

　　「ＳＰＣ法」という。)に規定する特定社債券

　ホ　社債券（相互会社の社債券を含む。）

　ヘ　日本銀行その他の特別の法律により設立された法

　　人の発行する出資証券

　ト　協同組織金融機関の優先出資に関する法律（以下

　　６－２－１及び６－２－１の３において「優先出資

　　法」という。）に規定する優先出資証券又は優先出

　　資引受権を表示する証書

　チ　ＳＰＣ法に規定する優先出資証券

　リ　株券（端株券を含む。）又は新株引受権を表示す

　　る証券若しくは証書

　ヌ　証券投資信託及び証券投資法人に関する法律（以

　　下６－２－１において「証券投資法」という。）に

　　規定する証券投資信託又は外国証券投資信託の受益

　　証券

　ル　証券投資法に規定する投資証券又は外国投資証券

　ヲ　貸付信託の受益証券

　ワ　コマーシャルペーパー（証券取引法第２条に規定

　　する定義に関する省令第１条《証券取引法の有価証

　　券》に規定するコマーシャルペーパー（以下「Ｃ

（非課税の対象となる有価証券等の範囲）

６－２－１　非課税の対象となる有価証券等の範囲は、

次のようになるのであるから留意する。

(１)　有価証券取引税法第２条《定義》に規定する有価証

　券

　イ　国債証券、地方債証券、社債券（特別の法律によ

　　り法人の発行する債券を含む。）、転換社債券、新

　　株引受権付社債券

　ロ　日本銀行その他の特別の法律により設立された法

　　人の発行する出資証券

　ハ　協同組織金融機関の優先出資に関する法律に規定

　　する優先出資証券

　ニ　株券（端株券を含む。）

　ホ　証券投資信託の受益証券

　ヘ　貸付信託の受益証券

　ト　外国又は外国法人の発行する有価証券でイ～ヘの

　　性質を有するもの

　チ　　株券の発行がない株式、株式の引受けによる権

　　利、新株引受権

　リ　優先出資証券の発行がない優先出資、優先出資の

　　引受けによる権利、優先出資引受権

別　紙

１　　消費税法基本通達新旧対照表　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。
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　　Ｐ」という。））

　カ　外国債、海外ＣＰなど外国又は外国法人の発行す

　　る証券又は証書でイからリまで又はヲ若しくはワの

　　性質を有するもの

　ヨ　外国法人の発行する証券又は証書で銀行業を営む

　　者その他の金銭の貸付けを業として行う者の貸付債

　　権を信託する信託の受益権又はこれに類する権利を

　　表示するもの

　タ　オプションを表示する証券又は証書

　レ　預託証券

　ソ　譲渡性預金（払戻しについて期限の定めがある預

　　金で、指名債権でないもの）の預金証書のうち外国

　　法人が発行するもの

(２)　(1)に類するもの

　イ　(1)イからヨまでに掲げる有価証券に表示されるべ

　　き権利で有価証券が発行されていないもの

　ロ　株式の引受けによる権利並びに優先出資法及びＳ

　　ＰＣ法の規定による優先出資の引受けによる権利

　ハ　合名会社、合資会社又は有限会社の社員の持分、

　　協同組合等の組合員又は会員の持分その他法人（人

　　格のない社団等、匿名組合及び民法上の組合を含

　　む。）の出資者の持分

　ニ　抵当証券（これに類する外国の証券を含む。）

　ホ　貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権

　（注）１　居住者が発行する譲渡性預金証書は預金に

　　　　　該当する。

　　　　２　(2)イには、例えば、令第１条第２項第３号

　　　　　《登録国債等の範囲》に規定する登録国債

　　　　　等、株券の発行がない株式、新株引受権、優

　　　　　先出資法及びＳＰＣ法に規定する優先出資証

　　　　　券の発行がない優先出資、優先出資法に規定

　　　　　する優先出資引受権並びに証券投資法に規定

　　　　　する投資証券の発行がない投資口が該当す

　　　　　る。

（株式の引受けによる権利の意義）

６－２－１の２　令第９条第１項第２号《有価証券に類

(２)　(1)に類するもの

　イ　国債に関する法律又は社債等登録法の規定により

　　登録された国債、地方債又は社債（特別の法律によ

　　り設立された法人の発行する債券を含む。）及びこ

　　れらに類する外国の債券

　ロ　合名会社、合資会社又は有限会社の社員の持分、

　　協同組合等の組合員又は会員の持分その他法人（人

　　格のない社団等、匿名組合及び民法上の組合を含

　　む。）の出資者の持分

　ハ　抵当証券（これに類する外国の証券を含む。）

　ニ　貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権

　（注）１　居住者が発行する譲渡性預金証書（ＣＤ）

　　　　　は預金に、非居住者が発行する譲渡性預金証

　　　　　書はその他の金銭債権に該当する。

　　　　２　コマーシャルペーパー（ＣＰ）はその他の

　　　　　金銭債権に該当する。

（新　設）

改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前

- 2 -



するものの範囲等》に規定する「株式の引受けによる権

利」とは、株式の申込みに対する割当てがあった日の翌

日（会社の設立に際して発起人が引受けをする株式にあ

っては、その引受けの日）から会社の設立登記の日の前

日（新株の発行の場合にあっては、払込期日）までの間

における株式引受人の地位をいう。

（協同組織金融機関の優先出資に関する法律及び特定目

的会社による特定資産の流動化に関する法律の規定によ

る優先出資の引受けによる権利の意義）

６－２－１の３　令第９条第１項第２号《有価証券に類

するものの範囲等》に規定する「協同組織金融機関の優

先出資に関する法律及び特定目的会社による特定資産の

流動化に関する法律の規定による優先出資の引受けによ

る権利」とは、優先出資の申込みに対する割当てがあっ

た日の翌日から、優先出資法の規定による優先出資の引

受けによる権利にあってはその払込期日まで、ＳＰＣ法

の規定による優先出資の引受けによる権利にあってはそ

の優先出資の発行に係る事項の登記の日の前日までの間

における優先出資者の地位をいう。

（金融取引及び保険料を対価とする役務の提供等）

６－３－１　････････････････････

(1)　････････････････････

(2)　････････････････････

(3)　････････････････････

(4)　････････････････････

(5)　････････････････････

(6)　････････････････････

(7)　････････････････････

(8)　････････････････････

(9)　････････････････････

(10)　････････････････････

(11)　････････････････････

(12)　････････････････････

(13)　有価証券（令第１条第２項第３号《登録国債等の範

　囲》に規定する登録国債等を含み、･･････）･･････

（新　設）

（金融取引及び保険料を対価とする役務の提供等）

６－３－１　････････････････････

(1)　････････････････････

(2)　････････････････････

(3)　････････････････････

(4)　････････････････････

(5)　････････････････････

(6)　････････････････････

(7)　････････････････････

(8)　････････････････････

(9)　････････････････････

(10)　････････････････････

(11)　････････････････････

(12)　････････････････････

(13)　有価証券（登録された国債、地方債及び社債を含

　み、･･････）･･････

改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前
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（社会福祉関係の非課税範囲）

６－７－１　････････････････････

(1)　････････････････････

　イ　････････････････････

　ロ　････････････知的障害児施設、知的障害児通園施

　　設、･･････････････

　ハ　････････････････････

　ニ　････････････････････

　ホ　知的障害者福祉法にいう知的障害者更生施設、知

　　的障害者授産施設、知的障害者福祉ホーム又は知的

　　障害者通勤寮を経営する事業（知的障害者授産施設

　　･･････････）

　ヘ　････････････････････

　ト　････････････････････

(2)　････････････････････　

　イ　････････････････････

　ロ　････････････････････

　ハ　････････････････････

　ニ　････････････････････

　ホ　････････････････････

　ヘ　知的障害者福祉法にいう知的障害者居宅介護等事

　　業、知的障害者短期入所事業又は知的障害者地域生

　　活援助事業及び知的障害者･･････････

　ト　････････････････････

　チ　････････････････････

　リ　････････････････････

　ヌ　････････････････････

　ル　････････････････････

　ヲ　････････････････････

(3)　････････････････････

 

(15)　････････････････････

(16)　････････････････････

(17)　････････････････････

（社会福祉関係の非課税範囲）

６－７－１　････････････････････

(1)　････････････････････

　イ　････････････････････

　ロ　････････････精神薄弱児施設、精神薄弱児通園施

　　設、･･････････････

　ハ　････････････････････

　ニ　････････････････････

　ホ　精神薄弱者福祉法にいう精神薄弱者更生施設、精

　　神薄弱者授産施設、精神薄弱者福祉ホーム又は精神

　　薄弱者通勤寮を経営する事業（精神薄弱者授産施設

　　･･････････）

　ヘ　････････････････････

　ト　････････････････････

(2)　････････････････････　

　イ　････････････････････

　ロ　････････････････････

　ハ　････････････････････

　ニ　････････････････････

　ホ　････････････････････

　ヘ　精神薄弱者福祉法にいう精神薄弱者居宅介護等事

　　業、精神薄弱者短期入所事業又は精神薄弱者地域生

　　活援助事業及び精神薄弱者･･････････

　ト　････････････････････

　チ　････････････････････

　リ　････････････････････

　ヌ　････････････････････

　ル　････････････････････

　ヲ　････････････････････

(3)　････････････････････

(15)　････････････････････

(16)　････････････････････

(17)　････････････････････

(14)　････････････････････ (14)　････････････････････

（学校教育関係の非課税範囲）  （学校教育関係の非課税範囲）

改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前
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（教科用図書の範囲）

６－12－１　･･････････（同法第 40 条《中学校》、第 51

条《高等学校》及び第 51 条の９第１項《中等教育学校》

･･････････）･･････････

（有価証券等の譲渡の時期）

９－１－17　有価証券（証券取引法第２条第１項《有価

証券の定義》に規定する有価証券をいう。）及び令第９

条第１項第３号から第５号まで《有価証券に類するもの

の範囲等》に規定する有価証券に類するもののうち証券

又は証書が発行されているものの譲渡の時期は････････

（株券の発行がない株式等の譲渡の時期）

９－１－17 の２　令第９条第１項第１号及び第２号《有

価証券に類するものの範囲等》に規定する有価証券に類

するものの譲渡の時期は、証券の代用物が発行されてい

る場合はその引渡しがあった日、証券の代用物が発行さ

れていない場合は譲渡の意思表示があった日とする。

（登録国債等の譲渡の時期）

 （教科用図書の範囲）

 ６－12－１　･･････････（同法第 40 条《中学校》及び第

51 条《高等学校》･･････････）･･････････

 

（有価証券の譲渡の時期）

 

９－１－17    有価証券（有価証券取引税法第２条《定

 

義》に規定する有価証券をいう。）の譲渡の時期は、･･

････････

（新　設）

（新　設）

６－11－１　････････････････････

(1)   ････････････････････

(2)   ････････････････････

(3)   ････････････････････

　イ　････････････････････

　ロ　････････････････････

　ハ　････････････････････

　ニ　････････････････････

　ホ　････････････････････

　ヘ　････････････････････

(4)   ･･････････････････職業能力開発促進法に規定する

　職業能力開発総合大学校、職業能力開発大学校、職業

　能力開発短期大学校若しくは職業能力開発校を設置す

 
　る者（職業能力開発大学校、職業能力開発短期大学校

 
　及び職業能力開発校にあっては国、地方公共団体････

 
　･･････）･･････････････････

(4)   ･･････････････････職業能力開発促進法に規定する

　職業能力開発大学校、職業能力開発短期大学校若しく

　は職業能力開発校を設置する者（国、地方公共団体･･

　････････）･･････････････････

改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前
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９－１－17 の３　令第１条第２項第３号《登録国債等の

範囲》に規定する登録国債等の譲渡の時期は、名義変更

の登録に必要な書類の引渡し等があった日とする。

（合名会社の社員の持分等の譲渡の時期）

９－１－17 の４　合名会社、合資会社又は有限会社の社

員の持分、協同組合等の組合員又は会員の持分その他こ

れらに類する法人（人格のない社団等、匿名組合及び民

法上の組合を含む。）の出資者の持分（証券が発行され

ていないものに限る。）の譲渡の時期は、譲渡の意思表

示があった日とする。

（印紙税等に充てられるため受け取る金銭等）

10－１－４　････････････････････

（注）･･････････自動車取得税及び手数料等･･････････

（新　設）

（印紙税等に充てられるため受け取る金銭等）

10－１－４　････････････････････

（注）･･････････自動車取得税、有価証券取引税、取引

所税及び手数料等･･････････

２　　「消費税関係申告書等の様式の制定について」の一部改正　　　

　「消費税関係申告書等の様式の制定について」（平成７年 12 月 25 日付課消２－26 ほか４課共同）に定め

　る第 28－(1)号様式「付表２　課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」及び第 28－(5) 号様式「付表　　

　２－(2)　課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（経過措置対象課税資産の譲渡等を含む課税期間

用）」の「課税貨物に係る支払対価の額 10 」欄を削除する。　

改　　　　　正　　　　　後 改　　　　　正　　　　　前
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